



Takahira Kanda's Plans for Reforming
Taxes and the Fiscal System
in the early Meiji era:
Revaluation as a Tax Reduction Plan
through cuts in Expenditures
南　森　茂　太 ¤¤ 　
Takahira Kanda (1830-1898) wrote a lot about of the taxes system
and the ¯scal system. In his works, he often pointed out the following
points. First, in the present taxes system, because of the complexity
of the tax administration, a lot of cost was needed for collection of
taxes. Second, the people were made to bear taxes in excess of what
was necessary because a budget system was not introduced. To solve
these problems, he insisted on the reform of taxes and ¯scal system.
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1) 神田の生年月日の元号表記は，これまでの研究では「天保元年 9 月 15 日」とされてきた．これ
は，彼の生存中に公表された「神田孝平傳」『東京学士会院雑誌』第 12 編 4 号（明治 23〈1890〉
年），および，彼の死後に公表された神田乃武編著『神田孝平略傳』（明治 43〈1910〉年）の記
述に従ったものであると考えられる．また，「慶応 3 年 12 月から明治 14 年にいたるまでの間




ころが，文政から天保への改元は 12 月 10 日におこなわれており，彼が誕生した時点では改元
はおこなわれていない．そのため，本稿では神田の生年の元号を「文政 13 年」と表記する．な
お，神田が自らの生年を「天保」としたのは，法的には慶應 4 年 1 月 1 日より明治元年とする
とした，明治への改元の「詔書」の影響があると思われる．
2) 神田が『農商辨』を執筆した西暦をこれまでの研究は 1861 年としていた．これは同書の末尾に
「辛酉窮冬神田孝平述」（神田 [1862] 1879，28）と記されていることからの判断である．「辛
酉」とは文久元年のことであり，また，「窮冬」とは旧暦の 12 月の別名であり，文久元年と西
暦とを対照した場合，この年はほぼ 1861 年と対応している．ところが，12 月は 1 日が西暦の
1861 年 12 月 31 日に対応するのみで，それ以外はすべて 1862 年 1 月に属する．また，吉野
作造は，彼が所蔵していた『農商辨』の写本のひとつに「立派に先生〔神田孝平〕の名を署して
































4) 「改正法」は「上諭」，「太政官布告 272 号」，「地租改正條例」，「地租改正規則」，「地方官心得」
により構成される．
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14) 当時，熊本藩は豊後国に 2 万石の飛び地を領有しており，日田県は「いたるところが熊本藩領
と境を接して」（豊田・加藤・末広 1986，35）いた．































































































































































































































































【仮定】耕地：反別 1 町歩，収穫石高：10 石
(1-1) 従来の租税制度のもと
貢租+作徳=52 円 50 銭，全益：42 円，地価算定式：42 円× 10=420 円
(1-2) 将来，税制改革をおこなった後
地価 420 円，租税額 12 円 60 銭（「原價ノ百分ノ三」），所持主の益金 29 円 40 銭，地価算定
式：入札高 29 円 40 銭× 10=294 円，外金 12 円 60 銭，元金 294 円+126 円=420 円
(2) 従来の租税制度のもとでの田地
貢米：7 石（24 円 50 銭），地価算定式：原價 24 円 50 銭× 10=245 円（諸費 49 円），残金
245 円－ 49 円=196 円，買入入札直段 224 円，合金 196 円+224 円=420 円
(3) 従来の租税制度のもとでの田地，畑地
10 ヵ年平均収穫金：52 円 50 銭（諸費 10 円 50 銭），残金：42 円，原價 42 円× 10=420 円
(4) 小作地
貢米：7 石（24 円 50 銭），小作米代金：28 円，合金：52 円 50 銭（諸費 10 円 50 銭），残
金：42 円，原價 42 円× 10=420 円
(5) 4 公 6 民の場合
貢米：6 石（21 円），作徳米：9 石（31 円 50 銭），合金：52 円 50 銭（諸費 10 円 50 銭），
残金：42 円，原價 42 円× 10=420 円
28) 「地方官心得」第 12 章で提示された地価の算定式は次のようなものである．
(1) 自作地　【仮定】収穫米：1 石 6 斗，米価：1 石=3 円，収穫：4 円 80 銭



























40 円 80 銭
地 価
(2) 小作地　【仮定】小作米：1 石 8 升 8 合，米価：1 石=3 円，小作料：3 円 26 銭 4 厘






















40 円 80 銭
地 価
























30) 実際の改正事業についての経費は，地租改正事務局が 672,278 円 77 銭 9 厘（大蔵省 [1882]
1933，143），府県が 7,339,912 円 63 銭 7 厘（同上，146），民費が 29,095,822 円 86 銭（同
上，150）を負担した．
31) 「税法私言」は『日新眞事誌』と『東京日日新聞』の両紙に明治 6 年 10 月 7 日付で掲載され，
その内容はほぼ同一である．なお，本稿は前者に掲載されたものより引用をおこなう．
32) 神田の建議に対して陸奥から回答があったかについては現在のところ判明していないが，明治 6







































































35) 前述の注 24）に記したように，「地方官心得」第 12 章では，地主が小作地から得る小作料は 3
円 26 銭 4 厘であり，同地の租税額は 1 円 22 銭 4 厘（地価の 3%）となる．この収税額を維
持するには，「所得税法」の税率は，1 円 22 銭 4 厘÷ 3 円 26 銭 4 厘× 100=37.5%にする
必要がある．
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Graa°and, H. H. 1857．Grondtrekken der Staatshuishoudkunde, B. Dekema.
|138|
